
サマリアの2026年進化分析

エグゼクティブサマリー

本調査を開始するにあたり、指定されたNote記事を最初に参照した。そのうえで、パテント・インテグレー
ション株式会社による公式プレスリリース、公式パンフレット、Google Patents上の公開・登録特許、J-
STAGE掲載論文、主要競合の公式情報を優先して再構成した。結論から言えば、サマリアは2026年時点で、
「特許文書の読解支援AI」から「知財実務の一貫支援プラットフォーム」へと重心を移したと評価できる。
具体的には、従来技術調査・クリアランス調査、検索式作成、分類付与、レポート作成、拒絶理由通知対
応、意見書案・補正書案、発明提案書支援、明細書作成支援へと、機能が明確に前後工程へ広がっている。
Note記事では、2026年上半期だけでも調査領域拡充、書面作成へのシームレス連携、発明提案書作成支援、
明細書作成支援が示されており、2026年1月の公式リリースでは「応答方針コメント」「意見書案・補正書
案」「AI定量分析」、さらに年内の「明細書作成機能」計画が公表されている。 

差別化の中核は、機能数そのものよりも、生成AIを中心に据えた設計思想にある。Note記事は、サマリアを
「生成AI以前のレガシーツールにAI機能を後付けしたものではなく、生成AI中心設計のサービス」と位置付け
る。また、2024年5月の公式リリースでは、同社が拒絶対応支援においてワークフロー型AIエージェントを搭
載したと説明している。加えて、2024年から2025年にかけて公開・登録された同社特許は、タスクに応じた
抽出箇所選択とプロンプト生成、文書中の用語や部分文書を軸にした問い合わせ支援、発明提案書から要
素・関係を構造化して仕様情報へ変換する技術をカバーしており、単なるLLM利用ではなく、特許タスク向
けの文脈切り出し・構造化・生成制御を知財として押さえにいっていることが分かる。 

ビジネスモデルは、公開価格が明示された比較的珍しい知財AI SaaSであり、フリーからコーポレートまでの
多段階プランと、追加指示回数の課金を組み合わせる形だ。Note記事でも「安価な価格で組織全体に導入で
き、属人ツールになりにくい」ことが採用拡大の一因として挙げられている。2026年1月には「審査官ラボ」
とのサービス連携も始まり、今後はデータ・統計・ワークフロー連携を広げる“プラットフォーム化”が自然
な進路に見える。ただし、公開一次資料の範囲では、広範なAPIエコシステムや導入社数の厳密な第三者確認
はできず、そこは不明と扱うのが妥当である。 

一方で、法務・規制・倫理面の注意は重い。サマリア自身が、意見書案・補正書案はそのまま提出できるも
のではなく、弁理士の監督の下で提出書類として整える必要があると明示している。文化庁も、生成AIと著作
権の関係について、事業者・権利者向けのチェックリストとガイダンスを出しており、著作権、学習データ、
リスク低減措置、コミュニケーションの重要性を整理している。したがって、サマリア導入の実務上の最適
解は、高負荷で反復性の高い前工程・中間工程を強く自動化し、最終的な法的判断・提出判断は人間が保持
するという二層構造である。 

調査前提と現状把握

今回の評価では、ユーザー指定のNote記事を出発点にしつつ、自己申告情報と一次資料を明確に切り分ける
方針を取った。特に、Note記事にある「グレーゾーン解消制度などの確認を受けている唯一のサービス」
「生成AI領域で20件以上の特許を保有」「特許情報サービス事業者として圧倒的No.1」といった表現は、現
時点では創業者による自己評価として読むべきであり、今回確認した公開一次資料だけではその全てを第三
者的に裏付けることはできなかった。そのため、本レポートでは、製品進化や特許の存在自体は一次資料で
確認し、優位性の絶対評価は慎重に扱う。 
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以下は、本レポートで重視した主要出典である。ユーザー要件に合わせ、重要出典については発行日とURL
を明記する。

種別 発行日 URL 本レポートでの使い方

指定
Note記
事

2026-06-02
https://note.com/ose_yosshy/n/
nba9972e7c9b7

2026年上半期の自己総括、設
計思想、今後の方向性の確
認。 

公式プレ
スリリー
ス

2026-01-08
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/
000000016.000086119.html

応答方針コメント、意見書
案・補正書案、AI定量分析、
明細書作成予定の確認。 

公式プレ
スリリー
ス

2026-01-28
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/
000000017.000086119.html

審査官ラボ連携、データ連携
の方向性、ウェビナー内容の
確認。 

公式プレ
スリリー
ス

2025-12-24
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/
000000015.000086119.html

調査支援機能リリースと、調
査・分類・情報解析の基本特
許取得の確認。 

公式パン
フレット

日付不明
https://patent-i.com/summaria/
brochure.pdf

価格、対象ユーザー、機能一
覧、セキュリティ構成の確
認。 

学術論文 2023
https://www.jstage.jst.go.jp/article/
jkg/73/5/73_187/_article/-char/ja/

創業者の競合調査観・AI活用
思想の学術的背景の確認。 

登録特許 2024-09-02
https://patents.google.com/patent/
JP7542812B1/ja

タスク別抽出箇所とプロンプ
ト生成の権利化状況の確認。 

登録特許 2025-06-04
https://patents.google.com/patent/
JP7688440B2/ja

文中テキスト・部分文書に基
づく読解支援プロンプトの確
認。 

登録特許 2025-09-26
https://patents.google.com/patent/
JP7744712B1/ja

発明提案書から仕様情報を構
造化し、クレーム・明細書へ
接続する技術の確認。 

このソース構造から見えてくるのは、サマリアの2026年進化を理解するには、Noteだけでは不十分で、公式
リリースと特許を重ねて読む必要があるという点だ。Noteは方向性と思想を示し、リリースは製品化された
範囲を示し、特許はその背後にある再現可能な技術構成を示している。逆に、公開精度KPI、厳密な顧客数、
契約継続率、API仕様の詳細などは、今回の公開資料だけでは確認できず、不明である。 

製品・機能の進化

2026年のサマリアは、機能追加の連続というより、「読解支援」から「業務フロー支援」へ、さらに「権利
形成支援」へとアーキテクチャを拡張した年と整理するのが分かりやすい。2024年時点では拒絶理由通知対
応のAIワークフローが目立っていたが、2025年末には調査支援が加わり、2026年1月には応答方針・意見書
案・補正書案・AI定量分析へ広がり、2026年6月時点のNoteでは発明提案書・明細書作成支援まで実装され
たと説明されている。これは、検索、読解、比較、分析、起案、提出前レビューを一つの製品線でつなぐ方
向への進化である。 
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領域 2026年時点で確認できた進化 証拠となる出典 影響評価 今後の示唆

生成AI
中心
設計

生成AIを中心に据えた設計であ
り、レガシーDBへの後付けAIで
はないと明示。2024年時点で拒
絶対応領域にはワークフロー型
AIエージェントを搭載。

Note、2024年
PR。 

差別化の源
泉。アップ
デート速度と
ワークフロー
再設計に有
利。

今後はRAGやエー
ジェントの強化より
も、特許実務文脈に
合わせた制御が競争
力になる。

UI/UX

ワンクリックで指示文入力、事
務所独自フォーマットへのカス
タマイズ、Word/Excel出力、
Wordコメント・校閲付き出力
に対応。

2026-01-08
PR。 

生成AIツール
の弱点であ
る“最後の整
形作業”を減
らす。

導入障壁はUIより
も、テンプレート設
計と社内レビュー導
線に移る。

調
査・
検索

調査支援機能を2025年末にリ
リース。2026年のウェビナー案
内では「検索式・検索集合の作
成」を明示。Noteでは日米欧・
国際公開を対象とした従来技術
調査・クリアランス調査対応を
説明。

2025-12-24
PR、
2026-01-28
PR、Note。 

先行技術調査
の前工程を製
品内に取り込
んだ。

外部DB接続や検索再
現性評価が次の勝負
になる。

分
類・
解析

分類支援機能、レポート機能、
2026年1月のAI定量分析によ
り、定性・定量を一体化。

2026-01-08
PR、公式パン
フレット。 

“読む”だけで
なく“母集団
を扱う”製品
へ進化。

競合のPatentfieldと
真正面でぶつかる領
域。

拒絶
対
応・
書面
作成

解析レポート、応答方針コメン
ト、意見書案・補正書案、
チェックリスト出力を搭載。
Noteではクレームチャートから
異議申立書案、刊行物等提出
書、無効審判請求書まで連携設
計を説明。

2026-01-08
PR、Note。 

日本の権利化
実務に深く刺
さる。競合と
の差別化が最
も明確。

ここを品質面で磨け
れば、企業法務より
も特許事務所浸透が
進みやすい。

発明
創
出・
明細
書

12の発明創出フレームワーク、
畑村洋太郎フレームワーク、机
上検証フロー、明細書作成支援
を実装。

Note、
2026-01-08
PR。 

調査ツールか
ら創出・出願
支援へ拡張。

2026年以降の収益拡
張余地が大きい。

デー
タ連
携

「審査官ラボ」との連携を開
始。今後は相互補完サービスと
の連携推進を明示。

2026-01-28
PR。 

単体SaaSか
ら周辺データ
連携型へ移行
する兆し。

API・SSO・監査ログ
まで進むとエンター
プライズ性が上が
る。

マル
チ
モー
ダル

特許図面・論文情報などのマル
チモーダル解析、集計分析強
化、パテントファミリー等の
データコレクション強化を秋に
向け準備中。

Note。 
2026年後半
の主戦場。

図面・表・論文への
対応は、他社比較で
分水嶺になる。
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2026年の機能連鎖は、次のように理解すると実務上わかりやすい。「検索式・母集団形成」→「分類・レ
ポート」→「対比・拒絶対応」→「書面作成」→「発明提案・明細書」という一本の業務線になっており、
個別機能の便利さよりも、文脈を持ったまま次工程へ渡せる設計が価値になっている。これは、単機能AIと比
べたときのサマリアの本質的な強みである。 

なお、検索精度・要約精度の公開KPIは不明である。今回確認した公開一次資料は、機能説明とワークフロー
説明、権利化済み技術の説明は豊富だが、再現率・適合率・ランキング精度・要約評価のような定量値は掲
示していない。技術系ビジネス担当者の導入判断としては、ベンダー説明だけでなく、社内の既知案件で
「検索の取りこぼし率」「要約の誤読率」「ドラフト修正率」を必ず測るべきである。 

特許関連の技術動向

Note記事では、同社は生成AI領域で20件以上の特許を保有すると述べている。ただし、その全件を今回独立
照合したわけではない。公開一次資料として確実に追えたのは、少なくとも三つの技術軸である。すなわ
ち、タスク別プロンプト生成、文中テキスト・部分文書に基づく読解支援、発明提案書から仕様情報を構造
化し、クレーム・明細書へ接続する生成工程である。これらは2026年の製品進化と整合的であり、サマリア
の知財ポートフォリオは、単なる「AIを使う」特許ではなく、特許実務向けワークフロー制御そのものを押
さえようとしている。 

公報番号 発行日 URL 要約
主要クレームの
実務的読み替え

JP7542812B1 2024-09-02

https://
patents.google.com/
patent/JP7542812B1/
ja

特許文書に対するタスク
情報、クエリ情報、文書
取得結果から、タスクに
応じた抽出箇所を選び、
プロンプトを生成する技
術。 

請求項1は「タス
ク受付→クエリ
受付→文書取得
→タスク別抽出
→プロンプト生
成」を押さえ、
請求項2は分類付
与・スクリーニ
ング・該非判定
で抽出箇所を変
える点まで具体
化している。つ
まり、特許タス
クごとに文書の
どこをLLMへ渡
すかが権利の芯
になっている。 
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調査支援
検索式・検索集合

分類支援
母集団整理

レポート
定性・定量分析

対比支援
クレームチャート

拒絶対応
応答方針・意見書案・補正

書案
発明提案書支援 明細書作成支援
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公報番号 発行日 URL 要約
主要クレームの
実務的読み替え

JP7579555B1 2024-11-08

https://
patents.google.com/
patent/JP7579555B1/
ja

JP7542812B1の元優先
日と同じ2023-06-19を
持つ分割系統の登録特
許。公開版は
JP2025000835A。 

同一ファミリー
を複数枝で押さ
えることで、プ
ロンプト生成ま
わりの権利範囲
を厚くする戦略
と読める。製品
機能よりも、将
来の回避設計を
難しくする意味
が大きい。 

JP7688440B2 2025-06-04

https://
patents.google.com/
patent/JP7688440B2/
ja

文書中の第1テキスト、
類似部分文書、単語を含
む部分文書、関連度に基
づく部分文書を特定し、
それらを付加したプロン
プトを作成する読解支援
技術。 

請求項1は、選択
したテキストの
周辺文脈を根拠
付きでAIへ渡す
構成をカバーし
ており、ハイラ
イトや定義解
説、要約生成な
ど、読解UIの中
核に対応する。
生成AIの幻覚抑
制よりも、入力
文脈の適切化に
重心がある。 

JP7744712B1 2025-09-26

https://
patents.google.com/
patent/JP7744712B1/
ja

発明提案書を入力し、発
明の要素と要素間関係を
生成AIで構造化して仕様
情報を取得し、その後ク
レームや明細書へつなぐ
技術。 

仕様取得、ク
レーム取得、課
題・効果付記、
明細書作成まで
を一連で押さえ
る。これは2026
年の明細書作成
支援や発明提案
書支援にほぼ直
結する。つま
り、出願書類生
成の前段にあ
る“構造化”工程
こそが同社の本
丸である。 

このポートフォリオの重要点は、LLMそのものではなく、LLMに何をどう渡し、どの工程へどう返すかを押
さえていることである。これは一般的なRAG製品よりも、特許実務へ近い。知財ツール市場では、モデル性能
の差よりもワークフロー定着力の差が事業価値になりやすいため、サマリアの特許戦略は製品戦略と整合的
だといえる。 
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競合特許との比較では、その違いがさらに鮮明になる。

企業・特許 コア発明 主な入力 主な出力 サマリア特許との差分

AI Samurai /
JP7086424B1

発明文章と類似文献
から、従来技術・課
題解決手段・実施形
態を生成する特許用
文章生成。

発明文章、
類似文献
群、選択文
献。

特許出願
明細書の
各部。 

AI Samuraiは出願書類生成
そのものに強く、サマリア
はタスク別抽出とプロンプ
ト制御、読解支援、構造化
仕様化に強い。

NRI /
JP7421859B2

発明ドキュメントと
類似公開公報を用
い、学習モデルで請
求項・明細書・図面
を生成する作成支
援。

発明内容ド
キュメン
ト、自社類
似公開公
報。

請求項、
明細書、
図面な
ど。 

NRIは学習モデルによる生成
が主眼で、サマリアはワー
クフロー型の入力切り出
し・構造化・工程接続が主
眼。

楽天グループ /
JP7564914B1

再学習済みLLMに出
願書類の一部を入
れ、クレームアップ
候補テキストを推
定・推薦する。

出願書類の
一部、学習
済みLLM。

クレーム
アップ対
象テキス
トの推
薦。 

楽天はクレーム化すべき箇
所の発見にフォーカス。サ
マリアは検索・読解・比
較・起案まで広い。

この比較から、サマリアの技術的立ち位置は、「ドラフティングAI」単体でも「検索AI」単体でもなく、特
許業務を工程分解してAIに載せ替えるためのオーケストレーション技術」にあるといえる。競合が個別工程
の高性能化を進める一方、サマリアは工程接続そのものを押さえているため、2026年以降の争点はどの工程
を、どれだけ高品質に、どれだけ証拠付きでつなげるかへ移る可能性が高い。 

ビジネスモデルと市場展開

サマリアのビジネスモデルは、公開資料ベースで見る限り、低価格のSaaS課金＋利用量課金＋上位プランで
の機能拡張という構造である。公式パンフレットでは、フリー、ミニマム、ビジネス、コーポレートの4階層
が示され、追加指示回数の購入価格も明示されている。Note記事でも、安価で組織全体に導入しやすく、属
人化しにくいことが採用拡大の理由として語られている。これは、個人の“便利ツール”から、部門共通の“業
務インフラ”へ入り込む価格設計と読める。 

プラン 年間契約
月間契

約
公開資料から読み取れる位置づけ 出典

フリー 0円 0円 入口プラン。試用・軽用途向け。
公式パンフ
レット。 

ミニマ
ム

8,000円/月
10,000

円/月
実務導入の最小単位。

公式パンフ
レット。 

ビジネ
ス

15,000円/月
18,000

円/月

実務フローでの本格運用向け。2024
年時点で拒絶対応支援ワークフローは
「ビジネス」以上が必要とされてい
た。

公式パンフ
レット、2024
年PR。 

コーポ
レート

25,000円/月
30,000

円/月
組織利用・高度機能利用向け。

公式パンフ
レット。 
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プラン 年間契約
月間契

約
公開資料から読み取れる位置づけ 出典

追加指
示

400回/10,000円、
1,000回/18,000円、

2,000回/30,000円
同左 LLM利用量に連動する利用量課金。

公式パンフ
レット。 

顧客層は、公式パンフレット上で弁理士、知財担当者、研究開発者、エンジニアと明示されている。つま
り、対象は知財部門だけに閉じていない。加えて、Note記事は2026年に入ってから企業や特許事務所で「メ
インツール」としての採用が本格拡大したと述べる。ここから読み取れるのは、サマリアが“知財専任者だけ
のツール”ではなく、研究現場から代理人までをまたぐ共通基盤を狙っていることだ。 

パートナー戦略は、2026年1月時点では「審査官ラボ」との連携が第一弾として確認できる。この連携は、拒
絶理由通知の解析・応答方針作成に、審査官ごとの統計情報を掛け合わせるものだ。単なるデータ追加では
なく、AIの文案生成に統計的な“審査官文脈”を重ねる方向であり、今後の連携も同様に“LLMに何のコンテキ
ストを与えるか”へ寄る可能性が高い。なお、公開一次資料の範囲では、それ以外の本格的API連携、SSO、
外部DMS接続などは確認できず、不明である。 

収益化戦略としては、公開価格・プラン構成・機能の重さから見て、部門導入しやすい低単価席課金で入
り、利用量課金と上位機能でARPUを引き上げるモデルだと推測できる。これは、PatSnapのような高単価エ
ンタープライズ型とも、単一機能課金型とも異なる。実務現場に近い低価格が維持できる限り、日本国内で
は価格競争力がある。一方で、マルチモーダル解析や大規模データ連携、評価基盤整備を進めると推論・保
守コストが上がるため、2026年後半から2027年にかけては、プラン再編か、オプション機能の細分化が必要
になる公算が大きい。これは公開情報に基づく筆者の推定である。 

競合分析

競合は、国内の特許実務AIと海外のAIネイティブ知財プラットフォームに大別できる。サマリアに最も近い
国内競合はPatentfieldとAI Samuraiであり、海外ではPatSnapとIPRallyが比較対象として妥当である。比較
の軸は、①検索・分析中心か、②出願・権利化中心か、③公開価格か見積制か、④日本実務への最適化度、
の四つである。 

サービス 主機能 公開価格情報 差別化ポイント
サマリアに
対する相対
評価

出
典

サマリア

調査、分類、レ
ポート、対比、
拒絶対応、発明
提案、明細書作
成支援。

フリー0円、ミニマム
8,000/10,000円、ビ
ジネス15,000/18,000
円、コーポレート
25,000/30,000円、追
加指示課金あり。

日本の権利化実務
に深い。生成AI中
心設計。価格透明
性が高い。

ベースライ
ン。特に拒
絶対応〜書
面作成の一
気通貫が強
い。

9

36

7

38

39

40

7

https://patent-i.com/summaria/brochure.pdf
https://patent-i.com/summaria/brochure.pdf
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000017.000086119.html
https://patent-i.com/summaria/brochure.pdf
https://support.patentfield.com/portal/ja/kb/articles/%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E5%86%85%E5%AE%B9
https://patent-i.com/summaria/brochure.pdf


サービス 主機能 公開価格情報 差別化ポイント
サマリアに
対する相対
評価

出
典

Patentfield

プロフェッショ
ナル検索、デー
タ可視化、AI類
似検索、AI分類
予測。生成AIオ
プション「AIR」
で独自要約、翻
訳、ラベル付
与、ポートフォ
リオ分析。

現行本体価格の詳細
は公開ページで確認
困難。無料プランあ
り。AIRオプションは
月額30,000円〜。一
部機能はCorpプラン
(5ID〜)。

大規模母集団処理
と分析可視化が強
い。AI査読・ラベ
ル付与・ポート
フォリオ分析が厚
い。

サマリアよ
り調査・分
析母集団処
理で強い
が、拒絶対
応や出願書
面の流れは
サマリアの
方が深い。

AI Samurai
ONE

特許調査、類似
文献評価、審査
シミュレーショ
ン、特許文書自
動作成。

現行価格は要問い合
わせ。公式FAQも複
数プランの個別案内
としている。

出願支援と審査シ
ミュレーションが
前面。生成AIで明
細書ドラフトを約
3分で自動生成と
訴求。

サマリアよ
り出願・申
請支援の見
せ方が明
快。サマリ
アは読解〜
拒絶対応〜
分析連携が
広い。

PatSnap

グローバル特許
検索、IP分析、
ドラフティン
グ、モニタリン
グ、R&D連携。

Standard/Premium
構成だが詳細価格は
見積・デモベース。

2B+の構造化デー
タ、18,000超の利
用企業、クラウド/
オンプレ、R&D連
携。

サマリアよ
りグローバ
ル規模・統
制・ワーク
スペースで
上。サマリ
アは日本実
務と価格で
優位。

IPRally

説明可能なAIに
よる特許検索、
レビュー、分
類。Graph AI
ベース。

公開価格なし。

Explainable AIと
検索品質、AIネイ
ティブ検索体験。
Google Cloud事例
では毎週20万件の
新レコード追加と
説明。

サマリアよ
り検索・レ
ビュー特
化。サマリ
アは検索以
降の権利形
成工程が広
い。

競争地図を一言でまとめると、Patentfieldは「大量検索・分析系」競合、AI Samuraiは「出願・ドラフト
系」競合、PatSnapとIPRallyは「海外のAIネイティブ高機能系」競合である。サマリアの現在地はその中間
で、しかも日本実務に深く刺さる点が特徴だ。価格まで含めると、サマリアは国内で最も“実務導線に近いの
に導入しやすい”位置にいる。一方で、特許母集団を何万件も扱うポートフォリオ分析や、グローバル横断
データ運用では、PatentfieldやPatSnapに分がある。したがって、サマリアの勝ち筋は、国内権利化ワーク
フローの深さと、分析から起案までの接続品質を磨くことにある。 
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リスクと規制・倫理課題

もっとも重要な実務リスクは、生成物の法的提出責任が依然として人間に残ることである。サマリアは、意
見書案・補正書案が校閲記録やコメント付きで出力され、そのまま特許庁へ提出できる書類ではないこと、
提出時には弁理士の監督が必要であることを明示している。これはベンダーが自ら線を引いている点であ
り、逆に言えば、2026年時点のサマリアは法的判断の自動化ではなく、法的判断の準備作業の自動化と理解
すべきである。 

著作権と生成AIの関係では、文化庁が「AIと著作権に関するチェックリスト＆ガイダンス」を公表しており、
生成AIと著作権の関係で、AI開発者等のリスク低減措置や権利者の権利保全・行使に役立つ取組みを整理して
いる。また同資料は、著作権以外の論点について、内閣府の中間整理や総務省・経産省のAI事業者ガイドラ
インを参照するよう促している。サマリアのような特許実務AIでは、学習データの合法性だけでなく、入力
文書の著作権、生成結果の二次利用、外部LLM利用時の契約条件まで管理対象になる。 

情報セキュリティ面では、公式パンフレットに「Azure OpenAI」「同期通信SSL」「AWS」が明記されてお
り、エンタープライズ利用を意識した構成がうかがえる。ただし、公開一次資料の範囲では、保存期間、学
習への再利用有無、リージョン固定、テナント分離、DPA条項、監査ログ粒度までは確認できない。した
がって、機密度の高い案件、未公開発明、共同開発案件を扱う場合は、契約前にDPA、ログ、保持期間、第三
者提供、越境移転、再学習の有無を個別確認すべきであり、現時点では詳細は不明である。 

技術倫理の面では、バイアスと幻覚の問題が残る。サマリアの特許群は、タスク別に抽出箇所を変えたり、
文中の特定テキストや関連部分文書をAIに付加したりすることで、汎用LLMの出力を特許実務向けに制御する
方向を示している。これは合理的なアプローチだが、公開資料に精度KPIがない以上、「入力が賢くなった」
ことと「出力が十分正しい」ことは同義ではない。特に、拒絶理由の読み違い、クレームチャート上の対応
誤り、補正根拠の取り違えは、高コストなミスにつながる。よって、導入企業は、AI出力を“真実”ではな
く“作業仮説”として扱い、証拠文献リンク、レビュー承認、版管理を必須にすべきである。 

リスク 何が問題になるか
影響
評価

実務上の統制策 根拠

法的提出
リスク

AI案をそのまま提出する
と、事実誤認・根拠薄
弱・形式不備の危険。

高
提出前に弁理士または社内
責任者の承認を必須化。

サマリア自身が提出
前監督を要求。 

著作権・
データ利
用

学習・入力・出力の各段
階で著作権リスクが異な
る。

高
文化庁チェックリスト準
拠、入力データ分類、利用
目的の明確化。

文化庁ガイダンス。 

機密情報
未公開発明や契約上秘匿
の資料が外部AIへ渡る可
能性。

高
DPA確認、ログ・保存期間
確認、案件区分ごとの利用
制限。

パンフレットの構成
情報はあるが詳細運
用は不明。 

バイア
ス・幻覚

誤った対比例、誤要約、
類似性誤認の危険。

高
既知案件でベンチマーク、
根拠表示、二重レビュー。

特許群は入力制御を
示すが精度公開値は
不明。 

説明可能
性不足

なぜその結論かが追えな
いと監査しにくい。

中〜
高

プロンプト、根拠文書、出
力履歴の保存。

サマリア特許は部分
文書・構造情報活用
を示す。 
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実務的インパクトと導入ガイドライン

サマリアの導入効果が最も大きいのは、読む量が多く、毎回似た判断をするが、最後は人間が責任を持つ業
務である。具体的には、先行技術調査の一次スクリーニング、分類付与、分析レポート下書き、拒絶理由通
知の初期把握、応答方針のたたき台、意見書・補正書の第一稿、発明提案書から明細書骨子までが該当す
る。逆に、最終的な権利範囲判断、侵害有無の最終意見、出願・応答の戦略責任は、人間が残すべき領域で
ある。 

導入効果の公開定量値はサマリア自身には見当たらないため、以下は周辺市場ベンチマークとサマリアの機
能範囲をもとにした保守的試算である。参考として、PatentfieldはAI機能で「約65％」の読み込み時間短縮
や「最大80％」の効率化を訴求し、AI Samuraiは「特許調査コスト最大40％削減」を訴求している。サマリ
アはこれら競合に比べてもワークフローの深さがあるため、ポテンシャルは高いが、ここでは過大評価を避
けて低めの推定を採る。 

業務 サマリアの関与機能
保守的な削減

率の目安
コメント

先行技術調査の前
処理・一次査読

調査支援、検索式作成、分類支
援、要約・読解支援

20〜35%
検索式構築と初読の負荷が
下がる。

拒絶理由通知の初
期分析

解析レポート、対比、応答方針
コメント

30〜50%
引例把握、論点整理、方針
作成の初動が速くなる。

意見書案・補正書
案の第一稿

意見書案・補正書案、チェック
リスト、Word校閲出力

20〜40%
第一稿の作成時間と手戻り
が減る。

分析レポート・メ
モ作成

レポート機能、AI定量分析、定
性分析

15〜30%
グラフと説明文を併走でき
る。

発明提案書から明
細書骨子作成

発明提案支援、構造化、明細書
支援

20〜35%
初期ドラフトの立ち上がり
が早い。

筆者試算として、たとえば中規模の知財チームが月あたり「300件の文献一次査読」「12件の拒絶理由通知対
応初期分析」「6本の分析レポート作成」を行う場合、前処理・初稿・初期分析の合計で月38〜57時間程
度、年456〜684時間程度の圧縮余地がある。これはフルタイム換算で年0.27〜0.41人月程度に相当する。も
ちろん、これはプロンプトやテンプレートを一定程度整備した後の数字であり、初期3か月はその半分程度で
見るのが妥当である。これはベンダー保証ではなく、前掲の機能範囲と周辺市場ベンチマークを踏まえた実
装試算である。 

導入ガイドラインは、次の五点に要約できる。第一に、最初は高頻度・低裁量の工程から入れること。第二
に、テンプレートとレビュー基準を先に決めること。第三に、根拠文書・出力・修正履歴を保存すること。
第四に、提出責任が伴う文書では必ず人間承認を置くこと。第五に、既知案件ベースの評価セットで継続測
定することである。サマリアはWord/Excel連携やフォーマットカスタマイズがしやすいため、単独導入より
も、社内の文書テンプレート・QAルール・承認導線とセットで入れた方が効果が出やすい。 

KPI 初期目標 見るべき理由

一次査読の平均読了時間 20%以上短縮 導入効果の最初の見えやすい指標。

応答方針案の初稿作成時間 30%以上短縮 拒絶対応でのROIを測れる。

AI出力修正率 40%未満へ漸減 品質成熟度を見る指標。
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KPI 初期目標 見るべき理由

誤根拠率 5%未満 幻覚・誤対比の抑制確認。

人間差戻し率 四半期ごと低下 定着度の把握に有効。

ロードマップ提案

Note記事で示された2026年後半の方向性は、マルチモーダル化、集計分析強化、データコレクション強化で
ある。これに、公開特許から読み取れる同社の得意領域、すなわち特許タスク別プロンプト生成、文脈付き
読解支援、構造化仕様情報の生成を重ねると、今後12〜24か月で最も優先すべきは、「高品質な証拠付き
AI」へ進むことだと考える。単に機能を増やすより、出力に根拠を紐づけ、再現性と監査性を高める方が、
B2Bの知財実務SaaSとしては価値が大きい。 

優先
度

施策 目的
必要リソースの目
安

マイルス
トーン

コメント

高
根拠リンク付き
出力・評価基盤

生成結果に根
拠文献・段
落・図面を紐
づけ、監査性
を高める。

ML/RAG 2〜3名、
QA 1名、フロン
ト 1名

2026年秋ま
でに読解・
対比画面へ
根拠スパン
表示

2026年商談で最も
効く“安心材料”にな
る。

高

パテントファミ
リー・引用関
係・法域横断グ
ラフ

分析機能
を“母集団管
理”から“知識
グラフ活
用”へ進化さ
せる。

データ基盤 2名、
検索 1名

2026年末に
ファミ
リー・引用
ビューβ公
開

Noteで予告済みの
データコレクション
強化と整合。

高
図面・論文のマ
ルチモーダル解
析

2026年後半の
差別化軸。

OCR/視覚ML 2
名、特許実務監修
1名

2027年前半
に図面QA・
図面対比β

単なる画像読解では
なく、請求項・図
面・明細書の接続が
重要。

中
拒絶対応エー
ジェントの高度
化

実務インパク
トの最も大き
い領域を強
化。

LLM
orchestration 2
名、ドメインSME
1名

2027年前半
に「根拠付
き応答方
針」提供

書面品質よりも、根
拠提示の方が先。
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根拠リンク付き出力と評価基盤

パテントファミリー・引用関係グラフ

監査ログ・版管理・承認フロー

審査官・法域・論文の横断データ整備

図面・表・論文PDF解析ベータ

拒絶対応エージェント強化

API/SSO/DMS連携

図面対比・図面起点QA

明細書作成エージェント高度化

事務所テンプレート配布・Marketplace

基盤強化

データ強化

マルチモーダル

実務エージェント

連携

サマリア向け 12〜24ヶ月ロードマップ案
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https://note.com/ose_yosshy/n/nba9972e7c9b7


優先
度

施策 目的
必要リソースの目
安

マイルス
トーン

コメント

中
明細書作成エー
ジェントの高度
化

発明提案書か
ら仕様情報、
クレーム、課
題効果、本文
作成までを安
定化。

生成系ML 2名、
フロント 1名、弁
理士監修 1名

2027年前半
に明細書支
援正式化

JP7744712B1の強
みを製品化で回収す
る領域。

中
API/SSO/DMS連
携

エンタープラ
イズ導入・定
着率向上。

Backend 2名、
CS/ソリューショ
ン 1名

2027年前半
に主要DMS
連携

価格競争からスイッ
チングコスト競争へ
移れる。

低〜
中

テンプレート
Marketplace

事務所や企業
ごとの書式資
産を流通させ
る。

PM 1名、BizDev
1名、UI 1名

2027年後半
直接収益よりもLTV
向上に寄与。

このロードマップの総所要リソースは、並行開発前提でおおむね8〜10名規模が目安になる。内訳は、検索・
RAG/データ基盤で3名、生成AI/評価で2名、フロント・ワークフローで2名、知財ドメインSME/QAで1〜2
名、連携/導入支援で1名程度である。これは公開資料に基づく筆者試算だが、サマリアの現状を踏まえる
と、次の24か月で重要なのは“機能の数”ではなく、証拠付き品質、マルチモーダル、データ連携、監査性の
四本柱である。そこを押さえられれば、サマリアは国内では「知財実務AIの作業台」から「知財実務OS」に
近づける。背景となる製品方針と現在の技術軸は、公式Note、プレスリリース、公開特許がすでに示してい
る。 
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